


















一，は じ め に
自己矛盾供述 (self-contradiction) とは，公判廷で証言した証人の証言と内容的
に食い違いのあるそれより前になされた公判廷外の供述のことで，以前の不一致






「不一供述と伝聞法則 (1)〜(4)」(名城法学 35 巻 1 号 58 頁以下〈1985 年〉，同 2 号 31
133
証拠をはじめとする伝聞証拠を原則として証拠とすることができないという伝聞




本稿で検討する自己矛盾供述に関しては，現行刑訴法において，321 条 1 項 1


























































2 ) 5 Wigmore, A Treatise on the Anglo-American System of Evidence in Trials at
Common Law § 1362 at 7(3d ed. 1940).
3 ) これらの概要は，小早川，前掲論文 (1) 62 頁を参照。
4 ) Bridges v. Wixon, 326 U. S. 135.
5 ) United States v. De Sisto, 329 F. 2d 929.
6 ) California v. Green, 399 U. S. 149.
姫路法学 (第 58 号) ―― 135
が制定され，その中で自己矛盾供述に関しては正統説ではなく少数説を採り，自
己矛盾供述を実質証拠として許容するという規定を置いたのである。その規定は，


























7 ) 訳文は，伊藤博路「伝聞法則の適用範囲に関する一試論 (一)」9 頁 (北大法学論集
48 巻 4 号〈1997 年〉) を参照。なお，伊藤論文では，連邦証拠規則が少数説を取り入れ
るに至った経緯を詳細に分析している (伊藤前掲論文 27 頁以下)。

































9 ) 久岡康成「証拠裁判主義の意義について」376頁 (鈴木茂嗣先生古稀祝賀論文集［下
巻］〈2007 年〉)。
10) 久岡康成「大正刑訴法と供述を録取した書面」196頁以下 (立命館法学 2007 年 6号
(通巻 316号)〈2007 年〉)，なお，このあとの旧旧刑訴法 90 条と供述録取書の取扱いに
関する記述については，この久岡論文を参照した。



























第 2 項 区裁判所ノ事件ニツイテハ前項ニ規定スル制限ニ依ルコトヲ要セス
このように旧刑訴法は，旧旧刑訴法では具体的な記載のなかった供述録取書に
関する規定を置いたのであるが，それがどのような経緯で立法化されたか，また，
本条をどのように解釈するのかについては，1921 (大正 10) 年に政府から第 45
11) 大判明治 36年 10月 22日刑録 9輯 26巻 1721 頁以下。
―― 自己矛盾供述の歴史的考察138





大正 10 年案の 345 条が旧刑訴法 343 条の規定にあたり，両者の規定は，1項 2
号の文言に一部修正が入った以外は，同じ内容のものとなっている。この大正
10 年案 345 条の規定は次の通りである。
大正刑訴法 (案) 第 345 条














この大正 10 年案 345 条をめぐる帝国議会の審議過程では，特に，衆議院刑事
訴訟法案委員会での委員の質問とそれに対する政府委員の答弁における激しいや
りとりが交わされている。法案の規定では確かに，問題の「聴取書」は 1項本文
12) 刑事訴訟法案 (大正 10 年案) の供述録取書に関する規定 (旧刑訴 343 条，同法案で
は 345 条) の衆議院と貴族院の委員会での審議過程については，久岡前掲 10) 論文 197
頁以下で詳細に検討されている。また，同法案全体の審議過程を含む供述録取書に関す
る規定の編纂経緯についての歴史的分析は，小田中聰樹『刑事訴訟法の歴史的分析』
375 頁以下 ――とりわけ，供述録取書については 425 頁以下―― (成文堂〈1976年〉)
で詳細な検討がなされている。また，この審議過程については，法曹会『刑事訴訟法案
衆議院貴族院委員会議録』(大正 11 年) に質疑応答の全文が掲載されている。なお，こ
のあとの刑事訴訟法案 (大正 10 年案) の供述録取書に関する規定の審議過程について
は，久岡前掲 10)論文と，小田中前掲書を参照した。
13) 法曹会『刑事訴訟法案理由書』211 頁 (大正 11 年)


















345 条は，1 項 2 号の文言が一部修正 (「召喚シ難キトキ」を「訊問スルコト能ワサル












官等が供述録取書を無制限に作成するということが (これは 2 号でも可能性がある
が) 起こってしまう。さらに，2 項で区裁判所に係属する事件では，すべての供
14) 前掲『刑事訴訟法案衆議院貴族院委員会議録』55 頁，235 頁。





























開―― (一)(二)(三)」(国家学会雑誌 92 巻 1・2 号 1 頁以下，同 5・6 巻 59 頁以下，
同 9・10 号 1 頁以下〈1979 年〉) に詳しい。
17) 陪審法案の審議過程についての概要は，阪村幸男「大正陪審法の制定過程における論








姫路法学 (第 58 号) ―― 141
さて，この陪審法案の帝国議会における審議過程であるが，第 45回帝国議会










が成立するに至ったのである。そして，同年 4月 12日に公布され，1928 (昭和




































1922 (大正 11) 年 3月 2日の衆議院本会議では個々の条文についての議論はな
く，その後行われる衆議院特別委員会で個々の条文の内容について審議が行われ
ている。前述の通り，この特別委員会は計 6 回開かれており (第 1回 3月 2日，第







横山金太郎委員が，これについて 73 条に関連し，「七十三條ニハ「 裁判所，
予審判事，受命判事，受託判事其ノ他法令ニ依リ特別ニ裁判権ヲ有スル官署，検
19) 江木衷・原嘉道・花井卓蔵監修『陪審法審議編』(清水書院〈1923 (大正 12) 年〉)。
































































マス」と陪審法案 73 条と刑事訴訟法案 345 条との関係を鑑定人を例に出して糾
21) 『陪審法審議編』364 頁〜365 頁。


































































































遠吉司法大臣) が提案理由を説明し，3月 17日から貴族院特別委員会で計 4回















。公判準備手続きにおける訊問調書は 72 条第 1 号で証拠と出来る旨の規定を
置いているので，この質問をあえてする必要はなかったように思う。貴族院特別
委員会で，73 条第 2 号が審議の対象となったのは，この一つだけで，それ以外
に議論されることはなかった。
結局，陪審法案に関する貴族院での審議は，未了のうちに議会閉会になり，陪
審法の成立はならず，翌年 (1923〈大正 12〉年) の第 46 回帝国議会に再提出され
ることになった。衆議院から審議が始まり，2月 10日の本会議で政府の岡野司
法大臣が提案理由の説明を行い，その後，衆議院特別委員会の場での審議となっ
た。衆議院特別委員会では，2月 12日に第 1回の委員会が開かれ，2月 23日ま
での計 8回の委員会 (第 1回 2月 12日，第 2回 2月 15日，第 3回 2月 16日，第 4回 2
月 19日，第 5回 2月 20日，第 6 回 2月 21日，第 7回 2月 22日，第 8回 2月 23日) が
開催された。これらの委員会の審議では，陪審法全体に関わる内容を話し合って
おり，逐条的に個々の条文についての内容を検討することはしなかった。従って，
73 条 2 号の規定そのものを取り上げて審議の対象にすることはなかったのであ
る。この衆議院特別委員会が審議終了，委員会として法案に賛成し，その後，衆
議院本会議へと送られ可決された。陪審法案は，3月 5日に貴族院へと送られ，
その後，貴族院特別委員会で第 1回目として 3月 9日に委員会が開催され，計 7
回の委員会 (第 1回 3月 9日，第 2回 3月 12日，第 3回 3月 13日，第 4回 3月 14日，
第 5回 3月 16日，第 6回 3月 17日，第 7回月 22日) が開催されることとなった。
衆議院特別委員会での審議とは異なり，貴族院の特別委員会では，法案を逐条
26) 『陪審法審議編』570 頁。














































刑事訴訟法の改正作業は，1946年 (昭和 21) 2月のマッカーサー憲法草案に基
づく「憲法改正草案要綱」(1946年 3月) の枠組みの中で出された，刑事訴訟法
改正要綱の作成作業を経て，司法省刑事局による刑事訴訟法草案づくりででてき
た「改正刑事訴訟法第一次案」(1946年 8月) から「第九次案」(1947 年 10月) ま
であり，この「第九次案 (十月草案)」が政府案として連合軍総司令部に提出され，
総司令部から様々な勧告を受け，現行の刑事訴訟法が 1948 年 (昭和 23) 7月に
27) この間，戦時体制下において，陪審法が「陪審法ノ停止ニ関スル法律」(昭和 18 年法
律 88 号) により，1943 (昭和 18) 年 4月 1日よりその施行が停止されているので，
自己矛盾供述に関しての規定もそれ以降は停止することとなった。また，1942 (昭和
17) 年の戦時刑事特別法 (昭和 17 年法律 64 号，同年 3月 21日施行) 25 条「地方裁判
所ノ事件ト雖モ刑事訴訟法第 343 条第 1 項ニ規定スル制限ニ依ルコトヲ要セズ」の規定




いて，戦時刑事特別法は，戦時刑事特別法廃止法律 (昭和 20 年法律 47 号) により
1946 (昭和 21) 年 1月 15日に廃止されたので，1946 (昭和 21) 年 1月 15日から 1947
(昭和 22) 年 5月 2日まで)，大正刑訴法のみが適用されることとなる。従って，供述
録取書に関しては大正刑訴法 343 条が，復活されることになった (久岡前掲 10) 論文
205 頁以下)。


































29) 刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程 (六)」(小田中聰樹執筆) 法学協
会雑誌 92 巻 5 号 123 頁。
30) 刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程 (八)」(小田中聰樹執筆) 法学協
































31) 刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程 (九)」(小田中聰樹執筆) 法学協
会雑誌 92 巻 10 号 131 頁。
32) 刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程 (十三)」(小田中聰樹執筆) 法学
協会雑誌 93 巻 4 号 141 頁。
姫路法学 (第 58 号) ―― 153
案」において，供述録取書の証拠能力に関する規定が，「第二編 第一審 第





























33) 刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程 (十四)」(小田中聰樹執筆) 法学



















まず，24 条の 2 号 3 号は，本案，別案いずれも，試案の第一項 (二)(三) の












































34) 刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程 (十五)」(小田中聰樹執筆) 法学
































35) 刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程 (十六)」(小田中聰樹執筆) 法学
協会雑誌 95 巻 9 号 156頁。
姫路法学 (第 58 号) ―― 157






























36) 刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程 (十六)」(小田中聰樹執筆) 法学
協会雑誌 95 巻 9 号 158 頁以下。
37) 刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程 (十六)」(小田中聰樹執筆) 法学
































38) 刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程 (十六)」(小田中聰樹執筆) 法学
協会雑誌 95 巻 9 号 165 頁。































39) 刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程 (十九)」(小田中聰樹執筆) 法学



























1947 (昭和 22) 年 5月 3日施行の日本国憲法に間に合わせることが事実上不可能





↗40) 刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程 (十七)」(小田中聰樹執筆) 法学






























第六次案のあと，「改正刑事訴訟法第七次案」(1947 (昭和 22) 年 8月〜9月) が
協会雑誌 95 巻 12 号 50 頁。↘
41) 刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程 (二○)」(三井誠執筆) 法学協会
雑誌 97 巻 5 号 109 頁。






(1947 (昭和 22) 年 10月) でも，供述録取書の証拠能力に関して同様の規定が置か
れている。



























43) 小田中，註 28) 前掲書 102 頁
44) 小田中，註 28) 前掲書 104 頁
45) 小田中，註 28) 前掲書 112 頁






こうした，草案作成を経て，1948 (昭和 23) 年 4 月 12 日から 5 月 5 日まで，























46) 井上正仁・渡辺咲子・田中開『日本立法資料全集 131 刑事訴訟法制定資料全集 昭

































47) 井上・渡辺・田中，前掲書〔資料 59〕ブレークモア氏提出協議問題 (第五) 248 頁以
下。
































































































































沿って条文化され，現行刑訴法の第 321 条 1 項 1 号 2 号にある自己矛盾供述の規

































49) 小田中，註 28) 前掲書 116頁。






















































結局，衆議院司法委員会では，計 6月 30日まで計 17回の審議がなされ，法案
を可決，本会議へと送付し，7月 1日に本会議で可決された。そして，参議院へ
と送られ，司法委員会で同年 7月 4日と 5日の 2回審議が行われたが，自己矛盾
供述に関する議論は一切なかった。その後，両院協議会を経て，7月 5日深夜に
両院で成立し，現行の刑事訴訟法が 1949 (昭和 24) 年 1月 1日から施行される
こととなった
52)





51) 衆議院事務局「司法委員会会議録 第 37 号」12 頁 (昭和 23 年 6月 21日)。




































































姫路法学 (第 58 号) ―― 175
